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最低賃金の履行確保に係る監督指導結果 
 

愛知労働局（局長 小林 洋子）では、最低賃金の履行確保を図るため、令和６年１月か
ら３月にかけて県内の１４の労働基準監督署（支署）において、愛知県最低賃金に近い賃金
額の労働者が多いと思われる業種等の事業場を中心に監督指導を実施しました。 
今般、その結果を下記のとおり取りまとめましたので公表します。 
愛知労働局においては、引き続き最低賃金について周知徹底を図るとともに、最低賃金法

違反とみられる事業場に対しては厳正に指導を行ってまいります。 
なお、令和 6 年１０月１日から愛知県最低賃金は 50 円引き上げられ時間額 1,077 円に改

正されています。 
記 

【監督指導結果の概要】 

（１）監督指導の実施事業場数（別紙図表１） 

６７５事業場 

うち、最低賃金法違反があったもの  ９８事業場（全体の１４．５％） 

（２）最低賃金未満の労働者の状況及び違反の傾向 

① 監督実施事業場の全労働者数（10,625人）のうち、愛知県最低賃金未満であった者は261
人（２．５％）で、そのうち189人（７２．４％）は女性であり、72人（２７．６％）が男

性である。（別紙図表２） 

② 最低賃金未満であった261人を年齢別に見ると、65歳以上の労働者が全体の３３．０％と最
も多く、次いで20歳代の労働者が１６．５％となっている。（別紙図表３） 

③ 最低賃金未満であった労働者のうち、８割以上が非正規の労働者であった。（別紙図表４） 
④ 最近５年間の監督実施状況については別紙図表５、令和6年に監督を実施した事業場のうち、
主な業種の違反率は別紙図表６に示すとおり。 

 製造業           ：１８．８％ 
 卸売業、小売業       ：１４．１％ 

Press Release 

令和6年10月10日(木) 
【照会先】 
 愛知労働局労働基準部賃金課 
  賃 金 課 長  平井 秀明 
  主任地方賃金指導官 鈴木 淳司 
電話番号 052(972)0258 
 



- 2 - 

 

 宿泊業、飲食サービス業   ：１６．１％ 
 生活関連サービス業、娯楽業 ：１０．３％ 

（３）監督実施事業場の最低賃金に対する認識（別紙図表７） 

監督を実施した６７５事業場のうち、「適用される最低賃金額を知っている」のは、６０６事業場

（８９．８％）、「最低賃金額は知らないが、最低賃金が適用されることは知っている」のは、６４

事業場（9．5％）であり、「最低賃金が適用されることを知らなかった」のは、５事業場（０．７％）

であった。 

（４）違反事業場の最低賃金額以上を支払っていなかった理由（別紙図表８） 

違反のあった９８事業場のうち、最低賃金以上の賃金を支払っていなかった理由は、「適用される

最低賃金額を知らなかった」（２１事業場、２１．４％）で最も多く、次いで「賃金を時間額に換算

して比較していなかった」（１９事業場、１９．４％）であった。 

最低賃金額以上の賃金を支払っていなかった理由の中には、「最低賃金の改定（金額・発効日）を

知っていたが賃金の改定をしていなかった」、「売上減・コスト増により最低賃金を払うことができな

かった」、「労働者本人との合意があれば最低賃金未満でも良いと思っていた」、「高齢者には適用され

ないと思っていた」等の回答があった。 

 

【 厚生労働省・愛知労働局・労働基準監督署等の対応 】 

（１）最低賃金制度及び最低賃金額についての幅広い周知（別添1参照） 

① 地方自治体の広報誌への掲載要請 
② 経営者団体、事業者組合等への傘下事業主への周知要請 
③ アルバイトを行う学生への周知を大学等に要請 
④ 金融機関、スーパー、コンビニ等へのポスター掲示依頼 
⑤ 外国人労働者向け周知のため、自治体外国人相談コーナー、在名古屋総領事館、日本語学校等
へのポスター掲示依頼 

（２）最低賃金の履行確保を図るため、事業場に対する監督指導の実施 

（３）中小企業・小規模事業者に対し、政府が賃金引上げの環境整備のために講じている各種の支援施策

（業務改善助成金・キャリアアップ助成金・IT導入補助金・賃上げ促進税制・働き方改革推進支援
センター等）の周知及び活用促進を図る。（別添2.・3・4・5・6・7・8・9参照） 

 

※ 愛知県の最低賃金額は、別添１を参照願います。 

※ 最低賃金には、地域別最低賃金と特定（産業別）最低賃金の２種類があり、現在、愛知県では、地域

別最低賃金として「愛知県最低賃金」が、特定（産業別）最低賃金として「鉄鋼業」、「輸送用機械器

具製造業」が適用されています。 

※ 最低賃金は毎年見直しが行われています。 
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○ 最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号） 
 

（最低賃金額） 

第３条 最低賃金額（最低賃金において定める賃金の額をいう。以下同じ。）は、時間によって定めるものとする。 

 

（最低賃金の効力） 

第４条 使用者は、最低賃金の適用を受ける労働者に対し、その最低賃金額以上の賃金を支払わなければならない。 

２ 最低賃金の適用を受ける労働者と使用者との間の労働契約で最低賃金額に達しない賃金を定めるものは、その部

分については無効とする。この場合において、無効となった部分は、最低賃金と同様の定をしたものとみなす。 

３・４項（略） 

 

（最低賃金の競合） 

第６条 労働者が２以上の最低賃金の適用を受ける場合は、これらにおいて定める最低賃金額のうち最高のものによ

り第４条の規定を適用する。 

２項（略） 

 

（地域別最低賃金の原則） 

第９条 賃金の低廉な労働者について、賃金の最低額を保障するため、地域別最低賃金（一定の地域ごとの最低賃金

をいう。以下同じ。）は、あまねく全国各地域について決定されなければならない。 

２・３項（略） 

 

（地域別最低賃金の決定） 

第１０条 厚生労働大臣又は都道府県労働局長は、一定の地域ごとに、中央最低賃金審議会又は地方最低賃金審議会

（以下「最低賃金審議会」という。）の調査審議を求め、その意見を聴いて、地域別最低賃金の決定をしなければな

らない。 

２項（略） 

 

（地域別最低賃金の改正等） 

第１２条 厚生労働大臣又は都道府県労働局長は、地域別最低賃金について、地域における労働者の生計費及び賃金

並びに通常の事業の賃金支払能力を考慮して必要があると認めるときは、その決定の例により、その改正又は廃止の

決定をしなければならない。 

 

（特定最低賃金の決定等） 

第１５条 労働者又は使用者の全部又は一部を代表する者は、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣又

は都道府県労働局長に対し、当該労働者若しくは使用者に適用される一定の事業若しくは職業に係る最低賃金（以下

「特定最低賃金」という。）の決定又は当該労働者若しくは使用者に現に適用されている特定最低賃金の改正若しく

は廃止の決定をするよう申し出ることができる。 

２・３・４・５項（略） 

 

第１６条 前条第２項の規定により決定され、又は改正される特定最低賃金において定める最低賃金額は、当該特定

最低賃金の適用を受ける使用者の事業場の所在地を含む地域について決定された地域別最低賃金において定める最

低賃金額を上回るものでなければならない。 

 

（罰則） 

第４０条 第４条第１項の規定に違反した者（地域別最低賃金及び船員に適用される特定最低賃金に係るものに限

る。）は、５０万円以下の罰金に処する。 



別　紙

最低賃金の履行確保を主眼とする監督指導結果　（令和６年１月～３月）

図表１　監督実施事業場数、同労働者数

① 監 督 実 施
事 業 場 数

②違反事業場数
（最賃未満）

③違反割合（％）
（②違反事業場／①監督
実 施 事 業 場 数× 100 ）

④監督実施事業場
労働者数（人）

⑤最低賃金未満
労働者数（人）

⑥違反割合（％）
（⑤違反事業場／④監督
実施事業場 数× 100 ）

673 98 14.6% 10579 261 2.5%

2 0 0 46 0 0

675 98 14.5% 10625 261 2.5%

※１ ※２

※１　監督実施事業場数全体に占める割合である。
※２　監督実施事業場労働者数全体に占める割合である。

図表２　男女別最低賃金未満労働者数

合 計
う ち
男 性

う ち
女 性

261 72 189

100.0% 27.6% 72.4%

図表３　年齢別最低賃金未満労働者割合

最低賃金額未満
労働者数（人）

地域別最低賃金
適用事業場

特定最低賃金
適用事業場

合計(すべて)

男女割合（％） 27.6%

72.4%

男女別最低賃金未満労働者割
合

男性
女性



図表４　勤務形態別最低賃金未満労働者数

小 計 パ ー ト ア ル バ イ ト
契 約 社 員
そ の 他

48 213 162 49 2 261

18.4% 81.6% 62.1% 18.8% 0.8% 100.0%

図表５　監督指導実施状況の推移

図表６　監督実施事業場数の業種別違反率

製 造 業
卸 売 業
小 売 業

宿 泊 業 ・ 飲 食
サ ー ビ ス 業

生活関連サービス
業 ・ 娯 楽 業

そ の 他

96 205 193 97 84

18 29 31 10 10

18.8% 14.1% 16.1% 10.3% 11.9%

正 規 雇 用

非 正 規 雇 用

合 計

最 低 賃 金 未 満
労 働 者 数 （ 人 ）

勤 務 形 態 別
割 合 （ ％ ）

監督実施事業場数

違反事業場数

業種別違反率

（注）令和３年は、新型コロナウィルス感染症に係る緊急事態宣言等が発出されたことに伴い、申告や労働者からの相談等に基づく事案など緊急性があ
ると考えられるものを除き、上記監督の実施を一部延期した。

業種



図表７　最低賃金に対する認識（全体）

事業場数 割 合 （ ％ ）

606 89.8%

69 10.2%

64 9.5%

5 0.7%

675 100.0%

図表８　最低賃金額以上を支払っていない理由（複数回答可）

事業場数 ※１ 割合（％）※２

21 21.4%

14 14.3%

13 13.3%

19 19.4%

6 6.1%

1 1.0%

0 0.0%

3 3.1%

6 6.1%

31 31.6%

※１　複数回答のため事業場数の合計は違反事業数（98件）を超え、割合合計も100％を超える。
※２　違反事業数全体（98件）に占める各割合である。

労働者から最低賃金額未満でも働かせて欲しいと申出があり、合意があれば最低賃金額未満でもよ
いと思っていた

認 識

適用される最低賃金額を知っている

適用される最低賃金額を知らない

最低賃金額は知らないが、最低賃金が適用されることは知っている 

最低賃金が適用されることを知らなかった（最低賃金の存在を知らなかった）

合 計

理 由

適用される最低賃金額を知らなかった

最低賃金の改定（金額・発効日）を知っていたが賃金の改定をしていなかった

売上減・コスト増により最低賃金額を支払うことができなかった

賃金を時間額に換算して比較していなかった

その他

企業間取引（BtoB取引）の問題により、最賃額を支払うことができなかった
（いわゆる「下請けたたき」を含む）

パート・アルバイトには適用されないと思っていた

労働能力が低い場合は適用されないと思っていた。

高齢者には適用されないと思っていた
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最低賃金引き上げに伴う
支援・後押しを強化しています

最低賃金引き上げを受けて賃上げに取り組む皆様へ

詳しくは次のページで

（令和６年9月時点版）

本紙は最低賃金引き上げの影響を受けた事業者様向けに厚生労働省の支援策と経済産業省・
中小企業庁の補助事業、賃上げを後押しするその他施策をご紹介するものです。具体的な情
報についてはホームページ等でご確認ください。

厚生労働省、中小企業庁では、

事業再構築補助金

最低賃金引き上げを受けて、最低賃金引上げ幅以上
に賃上げの努力を行う場合、補助金の採択において
加点措置が得られます。

業務改善助成金

事業場内で最も低い時間給を一定額以上引き上げ、
生産性向上等に資する設備投資等を行った場合に、
設備投資等にかかった費用の一部が助成されます。

キャリアアップ助成金

助成金と補助金を組み合わせてご利用頂くことも可能です
賃金引き上げに向けて、是非ご利用ください

※同一の補助対象（設備等）に対する重複利用は不可

I T導入補助金

賃金規定等を改定し、非正規雇用労働者の基本給を
３％以上賃上げする場合に、キャリアアップ助成金の
「 賃 金 規 定 等 改 定 コ ー ス 」 が 利 用 で き ま す 。
※最低賃金の改定に伴う賃金規定等の改定をした場合も対象になります。

【愛知労働局】

ookuchiy
フリーテキスト
　別添２
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＜業務改善助成金＞
業務改善助成金は、事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）を引き上げ、設備
投資等を行った中小企業・小規模事業者等に、その費用の一部を助成する制度です。

事業内最低賃金
引き上げの計画

設備投資等の計画
機械設備、コンサルティング、
人材育成・教育訓練など

設備投資等の費
用の一部を助成

計画の承認
と実施

対象となる事業者
• 中小企業・小規模事業者であること
• 事業場内最低賃金と地域別最低賃金の差額が50円以内であること
• 解雇、賃金引き下げなどの不交付事由がないこと

活用例
• 地域別最低賃金が1,077円
• 事業場内最低賃金を1,080円から1,140円にUP
→事業場内最低賃金が1,080円なので助成率は3/4

• 労働者７人の最低賃金引上げを実施
→60円コース・７人以上の区分で
助成上限額は230万円

助成率
事 業 場 内 最 低 賃 金 額 助 成 率

950円以上 ３/４(4/5)

助成対象経費の例

機器・設備
の導入

• POSレジシステム導入による在庫
管理の短縮

• リフト付き特殊車両の導入による
送迎時間の短縮

経営コンサ
ルティング

国家資格者による、顧客回転率の向上
を目的とした業務フロー見直し

その他 顧客管理情報のシステム化

※（ ）内は生産性要件を満たした事業場

助成上限額

引上げ
労働者数

引上げ額
30円コース
（30円以上）

45円コース
（45円以上）

60円コース
（60円以上）

90円コース
（90円以上）

１人 30万円（60万円） 45万円（80万円） 60万円（110万円） 90万円（170万円）

２～３人 50万円（90万円） 70万円（110万円） 90万円（160万円） 150万円（240万円）

４～６人 70万円（100万円） 100万円（140万円） 150万円（190万円） 270万円（290万円）

７人以上 100万円（120万円） 150万円（160万円） 230万円 450万円

10人以上※ 120万円（130万円） 180万円 300万円 600万円

問合先 業務改善助成金コールセンター︓0120-366-440
申請先 愛知労働局 雇用環境・均等部 企画課

※10人以上の上限区分は特例事業者（詳細は業務改善助成金ウェブサイト参照）のみ対象。
※（ ）内の助成上限額は事業場規模30人未満の事業者のみ対象。

（設備投資費用が300万円の場合…）
300万円×3/4＝225万円
→助成上限額230万円以内のため
225万円支給

以上の要件を満たした事業者は、事業場内最低賃金の引上げ
計画と設備投資等の計画を立て、（工場や事務所などの労働
者がいる）事業場ごとに申請いただきます。

別々に
申請工場A 店舗B

※ 一部事業者は対象経費の特例を受けることができる可能性
がございます。（詳細は業務改善助成金ウェブサイト参照）



＜キャリアアップ助成金＞
有期雇用労働者、短時間労働者、派遣労働者といったいわゆる非正規雇用労働者の
正社員化、処遇改善の取組を実施した事業主に対して助成します。

対象となる方
雇用保険適用事業所ごとに
「キャリアアップ計画」を
作成し、その計画に基づき、
右の❶～❻までのいずれか
を実施した事業主。

❶正社員化コース

❷障害者正社員化コース

❸賃金規定等改定コース

❹賃金規定等共通化コース

❺賞与・退職金制度導入コース

❻社会保険適用時処遇改善コース

支援内容
有期雇用労働者等の基本給を定める賃金規定等を3%
以上増額改定し、その規定を適用した事業主に対して、
右記の額の助成を行います。

３％以上５％未満増額改定
した場合 ５万円

５％以上増額改定した場合 ６万5,000円

※賃金規定等改定コースの場合

 １年度１事業所当たり100人までは、複数回の申請ができます。
 職務評価を行ったうえで賃金規定等を改定した場合は、助成額の加算が受けられます。
 中小企業以外の場合、助成額は上記の2/3程度となります。
 最低賃金の改定に伴い、新最低賃金を下回ることとなる等級についてのみ賃金規定等を増額改定した場合も、
助成対象になります。ただし、各都道府県の新最低賃金の公示日以降、発効日の前日までに賃金規定等の増
額改定を行う必要があります。

問合先 あいち雇用助成室︓052-688-5758

最低賃金の引き上げに伴い、被用者保険の適用になり手取り収入が減らないよう就業調整をする
労働者はいらっしゃいませんか︖新たに被用者保険を適用するとともに、労働者の収入を増加させる
取組を行う事業主に対して助成する仕組みができました。

詳 し く は こ ち ら

社会保険適用時処遇改善コースの新設

(R5.10～)

□事業概要︓業務の効率化やDXの推進、セキュリティ対策のための
ITツール等の導入を支援します。

□補助上限︓最大450万円
□補助率︓１／２～４／５
□賃上げ加点︓給与支給総額を年率平均1.5％増加させることに加え、
「事業場内最低賃金を地域別最低賃金＋50円以上の水準にすること」 を
更なる加点要素とします。
問合先

＜IT導入補助金＞

サービス等生産性向上IT導入支援事業 コールセンター︓0570-666-376

↓現在の公募要領はこちら

＜賃上げを後押しするその他施策＞
・中小企業省力化投資補助金
□事業概要︓構造的な人手不足の解決に向けて、カタログから選ぶ簡易で即効性のある
省力化投資を支援します。

□補助上限︓最大200～1,000万円（従業員数による）
更に一定の賃上げで、上限額を最大300～1,500万円に引き上げ

□補助率︓1/2以下

問合先 中小企業省力化投資補助事業 コールセンター : 0570-099-660

詳 し く は こ ち ら



・よろず支援拠点

＜働き方改革や経営改善に向けた相談先＞

経営革新支援
経営上のあらゆるお悩みの相談に対応します︕お気軽にご連絡ください。
売上拡大のための解決策を提案します。
資金繰りや事業再生等に関する経営改善のための経営相談に応じます。
地域の支援機関とのネットワークを活用して、経営課題に応じて的確な
支援機関等を紹介します。

経営改善支援 ワンストップサービス

社労士等の労務管理の専門家が
会社の「働き方改革」や賃金引上げを無料で支援します︕

愛知働き方改革推進支援センター︓0120-006-802

コンサルティング

専門家が来所・電話・メールによる相談を承ります。
専門家が会社への訪問、またはオンラインによるコンサルティングを実施します。
企業の取組事例や労働関係助成金の活用方法等に関する、
働き方改革セミナーを開催しています。

セミナー開催

・働き方改革推進支援センター

問合先 各都道府県のよろず支援拠点

相談支援

問合先

（R6.8)

□概要︓事業者が一定率以上の賃上げを実施した場合に、賃上げ額の一部を
法人税などから税額控除できる制度です。

【令和６年４月１日以降に開始する事業年度に適用を受けたい場合※】

※令和６年３月31日以前に開始された事業年度に適用を受けたい場合は、
制度の内容が異なりますので、ご留意ください。

・賃上げ促進税制

全企業・中堅企業
全雇用者の給与等支給額の
増加額の最大35％を税額控除

中小企業
全雇用者の給与等支給額の
増加額の最大45％を税額控除

詳しくは▼

問合先 税制サポートセンター
全企業・中堅企業向け税制 : 0570-078-117
中小企業向け税制 ︓03-6281-9821



 

 

 

 

➀ 業務改善助成金 
問い合わせ先：業務改善助成金コールセンター 電話：0120-366-440（平日 8:30～17:15） 

又は都道府県労働局雇用環境・均等部（室） 

事業場内で最も低い時間給（事業場内最低賃金）を一定額以上引上げ、生産性向上に資する設備投

資等（機械設備の導入、人材育成・教育訓練や国家資格者によるコンサルティング）を行う中小企業・

小規模事業者に、その設備投資等に要した費用の一部を助成する制度です。一定の要件を満たすと、

助成上限額・助成率・助成対象経費の特例的な拡充が受けられます。 

 

 

 

 
② キャリアアップ助成金 

問い合わせ先：都道府県労働局又はハローワーク 
有期雇用労働者、短時間労働者、派遣労働者といったいわゆる非正規雇用労働者の企業内でのキャ

リアアップを促進するため、正社員化、賃金引上げ等の処遇改善の取組を実施した事業主に対して助

成します。なお、キャリアアップ助成金については、徹底が求められている同一労働同一賃金に取り

組む際やいわゆる「年収の壁」を意識した働き方への対応に取り組む際にも活用することができます。 

 

 
③ 中小企業向け賃上げ促進税制 

 問い合わせ先：中小企業税制サポートセンター 
 青色申告書を提出している中小企業者等が、一定の要件を満たした上で賃金引上げを行った場合、

その増加額の一定割合を法人税額（個人事業主は所得税額）から控除できる制度です。 

 

 

 

 
④ 企業活力強化貸付（働き方改革推進支援資金） 

 問い合わせ先：日本政策金融公庫 電話：0120-154-505 
事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）の引上げに取り組む中小企業・小規模事業者に対し

て、設備資金や運転資金を低金利で融資します。 

 

 

 

 
 
 
⑤ 固定資産税の特例措置 

 問い合わせ先：＜先端設備等導入計画の作成等について＞先端設備等の導入先の市町村先端設備等導入計画担当課 

＜税制について＞中小企業税制サポートセンター 固定資産税等の軽減相談窓口  

電話：03-6281-9821(平日 9:30～12:00、13:00～17:00) 

＜制度について＞中小企業庁 技術・経営革新課（イノベーション課） 電話：03-3501-1816 
中小企業等経営強化法に基づき、市町村から認定を受けた「先端設備等導入計画」に従って取得し

た設備に対して、地方税法において償却資産に係る固定資産税の特例措置を講じることで、設備投資

による生産性向上や賃上げに取り組む事業者を後押しします。 

 

 

 

⑥ 中小企業等経営強化法（経営力向上計画） 

 問い合わせ先：経営力向上計画相談窓口 中小企業庁企画課  

電話：03-3501-1957(平日 9：30～12：00、13：00～17：00) 

中小企業・小規模事業者等による経営力向上に関する取組を支援します。事業者は事業分野指針等

に沿って「経営力向上計画」を作成し、国の認定を受けることができます。認定された事業者は、税

制や金融支援等の措置を受けることができます。 

 

 

 
 

最低賃金・賃金引上げに向けた中小企業・小規模事業者
への支援施策 

 

検索 キャリアアップ助成金 

検索 賃上げ促進税制 

検索 業務改善助成金 

検索 働き方改革推進支援資金 

検索 先端設備等導入計画 

検索 経営力向上計画 

１．賃金引上げに関する支援 

２．生産性向上に関する支援 

hiraih
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⑦ 中小企業等経営強化法に基づく法人税の特例（経営強化税制） 

 問い合わせ先：中小企業税制サポートセンター 

 電話：03-6281-9821（平日 9:30～12:00、13:00～17:00） 

中小企業等経営強化法に基づいて、経営力向上計画を作成し、主務大臣の認定を受け、計画に記載

されている一定の設備を新規取得等して指定事業の用に供した場合、即時償却または取得価額の 10%

（資本金 3,000 万円超１億円以下の法人は７%）の税額控除を選択適用することができます。 

 

（⑥と同じ） 

 

 

⑧ 中小企業省力化投資補助金 

 問い合わせ先：中小企業省力化投資補助事業 コールセンター 

電話：0570-099-660（9:30～17:30／月曜～金曜（土・日・祝日除く）） 

人手不足に悩む中小企業等のため、省力化投資に関して、カタログから選ぶような汎用製品の導入

について、即効性ある支援を行います。 

 

 

 

⑨ ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金 

 問い合わせ先：ものづくり補助金事務局サポートセンター  

電話：050-3821-7013（10:00～17:00 土日祝日及び 12/29～1/3 を除く） 

生産性向上に資する革新的な製品・サービス開発、生産プロセス等の省力化を行う中小企業・小規

模事業者等の設備投資等の経費の一部を支援します。 

 

 

 
⑩ 小規模事業者持続化補助金 

 問い合わせ先：＜商工会の管轄地域で事業を営む方＞全国商工会連合会  

問合せ先は所在地によって異なるため、URL をご参照ください。 

https://www.shokokai.or.jp/jizokuka_r1h/ 

＜商工会議所の管轄地域で事業を営む方＞ 電話：03－4330－3480 
小規模事業者が経営計画を作成し、その計画に沿って行う販路開拓等

の取組を支援します。 
 

 

 

⑪ サービス等生産性向上 IT 導入支援事業費補助金 

 問い合わせ先：サービス等生産性向上 IT 導入支援事業事務局 

電話：0570－666－376 

中小企業・小規模事業者等の労働生産性の向上を目的として、業務効率化や DX 等に向けた IT ツ

ール（ソフトウェア、アプリ、サービス等）の導入を支援します。 

 

 

 

⑫ 事業承継・引継ぎ補助金 
問い合わせ先：事業承継・引継ぎ補助金事務局 

（経営革新事業）： 050-3000-3550 

（専門家活用枠/廃業・再チャレンジ枠）：050-3000-3551 

事業承継・M&A 後の経営革新（設備投資や販路開拓等）に係る費用、M&A 時の専門家活用に係る

費用、事業承継 M&A に伴う廃業等に係る費用（原状回復費等）を支援します。 

 

 

 
 
 

⑬ 下請適正取引等の推進のためのガイドライン 

 問い合わせ先：中小企業庁取引課 電話：03-3501-1669 

親事業者と下請事業者との望ましい取引関係を構築するために、業種別の下請適正取引等の推進の

ためのガイドライン（下請ガイドライン）を策定しています。 

 

 

 

 

検索 経営強化税制 

検索 ものづくり補助金 

検索 持続化補助金 

検索 IT 導入補助金 

検索 パートナーシップ構築宣言 

（商工会地区） （商工会議所地区） 

検索 事業承継・引継ぎ補助金 

検索 下請ガイドライン 

３．下請取引の改善・新たな取引先の開拓に関する支援 

検索 省力化補助金 



⑭ パートナーシップ構築宣言 

 問い合わせ先： ＜「宣言」の内容について＞ 中小企業庁企画課 電話：03-3501-1765 

＜「宣言」の提出・掲載について＞（公財）全国中小企業振興機関協会 電話：03-5541-6688 
下請中小企業振興法における「振興基準」を遵守することを明記し宣言することで、発注者側によ

る受注者側への「取引条件のしわ寄せ」防止を促し、下請取引の適正化を後押ししています。また、

宣言した企業の取組を「見える化」するため、「宣言」をポータルサイトに掲載しています。 

 

 

 

⑮ 労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針 

 問い合わせ先： 公正取引委員会事務総局経済取引局取引部  

企業取引課 優越的地位濫用未然防止対策調査室 電話：03-3581-3378 
労務費の上昇を取引価格に適切に転嫁し、中小企業が賃上げの原資を確保できるようにするため、

発注差・受注者がとるべき行動指針・取組事例をまとめています。 

 

 

 
⑯ 官公需法に基づく「中小企業者に関する国等の契約の基本方針」 

問い合わせ先： 中小企業庁取引課 電話：03-3501-1669 
「中小企業者に関する国等の契約の基本方針」において、最低賃金額の改定に伴う契約金額の見直

しについて定めています。 

 

 

 

⑰ 官公需情報ポータルサイト 

 問い合わせ先： 中小企業庁取引課 電話：03-3501-1669 
国等及び地方公共団体がホームページ上で提供している入札情報を自動巡回システムにより収集

し、入札情報を一括して検索・入手できる「官公需情報ポータルサイト」を運営しています。 

 

 

 

 
 
 
 

⑱ セーフティネット貸付制度 

 問い合わせ先：日本政策金融公庫（日本公庫） 電話：0120-154-505 

沖縄振興開発金融公庫（沖縄公庫） 電話：098-941-1795 

一時的に売上減少等業況が悪化しているが、中長期的には回復が見込まれる中小企業・小規模事業

者の皆様は融資を受けることができます。 

 

 

 

 

⑲ 小規模事業者経営改善資金融資制度（マル経融資） 

 問い合わせ先： 事業所の所在する地区の商工会・商工会議所 

日本政策金融公庫（沖縄振興開発金融公庫）の本支店 
小規模事業者に対して、経営改善のための資金を無担保・無保証人・低金利で融資します。 

 

 

 

  
 

 
 
 
 

⑳ 建設事業主等に対する助成金 
問い合わせ先：都道府県労働局又はハローワーク 

中小建設事業主等が建設労働者の雇用の改善、技能の向上等の取組を行う場合に、助成金（「人材開

発支援助成金」、「人材確保等支援助成金」、「トライアル雇用助成金」）を支給します。 

 

 

 

 

検索 官公需基本方針 

検索 官公需ポータルサイト 

検索 セーフティネット貸付 

検索 マル経融資 

検索 建設事業主等に対する助成金 

４．資金繰りに関する支援 

５．その他、雇用（人材育成）に関する支援 

検索 価格転嫁指針 



㉑ 人材確保等支援助成金 
 問い合わせ先：都道府県労働局又はハローワーク 
事業主や事業協同組合等が、魅力ある職場づくりのために、労働環境の向上等の取組により従業員

の職場定着の促進等を図った場合に助成します。 

 

 

 

 

㉒ 地域雇用開発助成金（地域雇用開発コース） 

 問い合わせ先：都道府県労働局又はハローワーク 
雇用情勢が厳しい地域等において、事業所を設置・整備し、その地域に居住する求職者等を雇い入

れた事業主に助成します。 

 

 

 

 

㉓ 人材開発支援助成金 
問い合わせ先：都道府県労働局又はハローワーク 

従業員に対して計画に沿って訓練を実施した場合や、教育訓練休暇等制度を導入し、その制度を

従業員に適用した場合に、訓練経費や訓練期間中の賃金の一部などを助成します。 
 

 

 

 
 
 

㉔ よろず支援拠点 
問い合わせ先：各都道府県のよろず支援拠点 

中小企業・小規模事業者等が抱える様々な経営課題に無料で相談対応するワンストップ窓口とし

て、各都道府県に「よろず支援拠点」を設置しています。 

 

 

 

 

㉕ 下請かけこみ寺 
問い合わせ先：（公財）全国中小企業振興機関協会 

各都道府県の下請かけこみ寺 電話：0120-418-618 

中小企業・小規模事業者の皆さんが抱える取引上の悩み相談を受け付けております。問題解決

に向けて、相談員や弁護士がアドバイスを行います。 

 

 

 

 

㉖ 働き方改革推進支援センター 
問い合わせ先：全国の働き方改革推進支援センター  

全国 47 都道府県に設置されている「働き方改革推進支援センター」では、中小企業・小規模事業

者の皆さまの働き方改革の取組を支援することを目的として、労務管理の専門家が無料で、時間外労

働の上限規制や同一労働同一賃金、賃金引上げ、その他働き方改革を広く支援する取組に関する個別

相談やコンサルティングを実施しています。ぜひご活用ください。 

 

 

㉗ 中小企業向け補助金・総合支援サイト「ミラサポ plus」 
問い合わせ先：ミラサポ plus コールセンター 電話：050-5370-4340 

中小企業・小規模事業者の皆さまを対象とした様々な支援施策（制度）をより「使ってもらう」こ

とを目指した中小企業・小規模事業者向け補助金・総合支援サイトです。支援制度等の活用事例を簡

単に検索でき、電子申請までサポートします。 

 

 

 

検索 人材開発支援助成金 

検索 地域雇用開発助成金 

検索 よろず支援拠点 

検索 下請かけこみ寺 

６．相談窓口 

各都道府県労働局の問い合わせ先：厚生労働省ＨＰホーム＞厚生労働省について＞所在地案内＞ 

               都道府県労働局（労働基準監督署、公共職業安定所）所在地一覧 

（2024.8） 

検索 働き方改革 特設サイト 

検索 ミラサポ plus 

検索 人材確保等支援助成金 



◆ 中小企業・小規模事業者の賃金引上げを支援します︕
◆ 生産性向上に資する設備投資等の費用の一部を助成します︕

「業務改善助成金」
最新の要綱・要領やQ&A（「生産性向
上のヒント集」）、申請書作成ツール
や業務改善助成金の活用事例集などを
掲載しています。

業務改善助成金

厚生労働省ウェブサイト

中小企業・小規模事業者
事業場内最低賃金1,077円以上1,127円以下
解雇・賃金引下げなど不交付事由がない事業者

対象となる事業者

 設備投資などに要する費用に助成率を乗じた金額を、
助成上限額の範囲内で支給します。

（例）20万円のPOSレジシステムを購入した場合
支給額︓20万円×3/4＝15万円

支 援 内 容

全国の地域別最低賃金や中小企業支援
事業について掲載しているほか、サイ
ト内の「賃金引き上げ特設ページ」で
は、賃金引き上げに向けた取組事例な
どを紹介しています。

最低賃金特設サイト

最低賃金特設サイト

事業場内で最も低い時間給（事業場内最低賃金）を一定額以上引き上げ、生産性向上に資する設備投
資等（POSレジシステム導入、リフト付き福祉車両の導入、顧客管理情報のシステム化等）を行う場
合に、その設備投資等にかかった費用の一部（最大600万円）を助成する制度です。

生産性設備導入例
 リフト付き福祉車両 ◆フォークリフト

業務改善助成金とは…

タスケくん
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フリーテキスト
 別添４



各業種における生産性向上設備導入例

 リフト付き福祉車両の導入

 パワーアシストスーツの導入

 見守りセンサーの導入

 タブレットの導入

 インターカム（相互通信式構内電話）の導

入

社会福祉業

 ＰＯＳレジシステムの導入

 バーコードリーダー商品管理システムの導入

 ラベルプリンターの導入

 自動釣銭機の導入

 顧客管理システム

の導入

小売業

 デジタル式運行記録計（デジタルタコグラ

フ）の導入

 貨物積み下ろし予約システムの導入

 フォークリフトの導入

 洗浄機の導入

 特殊用途自動車の導入

 タブレットの導入

運送業

 新型クレーンの導入

 新型ボーリングマシンの導入

 コンクリートカッターの導入

 ステンレス製型枠の導入

 施工管理システムの導入

 建築見積システムの導入

 監視カメラの導入

建設業

 フォークリフトの導入

 梱包機の導入

 充填機の導入

 新型加工機械の導入

 デジタル検査機の導入

 洗浄機の導入

 ベルトコンベア

の導入

製造業

 配膳ロボットの導入

 セルフオーダーシステムの導入

 ＰＯＳレジシステムの導入

 食器洗浄機の導入

 業務用全自動炊飯器の導入

 全自動製氷機の導入

 自動ゆで麺機の導入

 券売機の導入

飲食業

（R６.８）



年収の壁対策として

労働者１人につき最大50万円助成します！

事業主の皆様へ ＬＬ０６０２０１ Ｎｏ．６

要 件 1 人 当 た り
助 成 額

①
賃金の15％以上を追加支給
（ 社 会 保 険 適 用 促 進 手 当 等 ）

1年目
20万円 ( 注 )

②
賃金の15％以上を追加支給
（ 社 会 保 険 適 用 促 進 手 当 等 ） 他

2年目
20万円 ( 注 )

③
賃 金 を 1 8 ％ 以 上 増 額
（労働時間延長による手取り増も含む）

3年目
10万円

（１）手当等支給メニュー

週所定労働時間
の延長

賃金の
増額

1人当たり
助成額

4 時 間 以 上 ー

30万円

3 時 間 以 上
4 時 間 未 満 ５％以上

2 時 間 以 上
3 時 間 未 満 10％以上

１ 時 間 以 上
2 時 間 未 満 15％以上

（２）労働時間延長メニュー

◆社会保険適用促進手当
本人負担分の保険料相当額を上限として、社会保険料の算定対象とし

ない取扱いを受けられる手当（標準報酬月額10.4万円以下の者に限る）。

※ 助成額は中小企業の場合。大企業の場合は３／４の額。
※ （２）４時間未満の延長の場合は、併せて基本給の増額が必要。
※ １年目に(1)①、２年目に(2)の助成も受給可（併用メニュー）。

（上述を除き、１人に対して２つのメニューの助成は受けられません。）

キャリアアップ助成金｢社会保険適用時処遇改善コース｣

〇労働者を新たに社会保険に加入させるとともに、収入増加の取組を行った事業主に助成します。

事業主の皆様においては、人手不足の解消に！

※ 令和８年３月31日までの間に新たに社会保険の加入要件を満たし、加入する者への取り組みが助成対象になります。

労働者にとっては、「年収の壁」を意識せず働くことができ、
社会保険に加入することで、 処遇改善につながる！

出典：政府広報オンライン（https://www.gov-online.go.jp/media/commercials/202312/video-270966.html）

キャリアアップ助成金

(注)１,２年目は取組から6ヶ月ごとに支給申請（１回あたり10万円支給）

【令和６年７月版】

＜例＞パート従業員全員（40人）の時給を５％UP（例：1,000円→1,050円）させる場合

▶賃金規定等改定コース

キャリアアップ助成金の別のコースを活用

・新たに社会保険に加入するパート従業員 ８人
うち、労働時間を延長できる ３人 ▶３時間延長＋５％賃上げ▶労働時間延長メニュー
うち、労働時間の延長が難しい ５人 ▶５％賃上げ

・既に社会保険に加入しているパート従業員 32人▶５％賃上げ

対象者以外にも賃上げを行う場合の本助成金の活用方法
〇非正規雇用労働者の基本給を定める賃金規定（賃金テーブル等）を増額改定する場合、

キャリアアップ助成金（賃金規定等改定コース）を併用することもできます。

年収の壁対策の取り組みを行うことで、

※令和６年10月の社会保険の適用拡大に伴って、新たに加入対象となる

労働者に対して以下の取組を行う場合、本助成金を活用できます。

・助成金を受けるには、事前※にキャリアアップ計画書を都道府県労働局へ提出してください。
※本コースの場合、社会保険加入日の前日まで（令和６年10月１日加入の場合、同年9月30日まで）。

・取組を６か月間継続した後、２か月以内に支給申請してください（流れは裏面ご参照）。

対象となる労働者は、社会保険の加入日の６か月前の日以前から継続して雇用され、
社会保険の加入要件を満たさない条件で就業していた者になります。

【注意点】

【手続き】

改定後最低賃金の発効日以後、改定後最低賃金額までの賃金引上げ分は、助成金の要件であ
る「賃上げの取組」に含めることはできません。

【注意点】

hiraih
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その労働者の社会保険加入日から最長２年間の手当※３等の支給後
の働き方について、労使で話し合いを行う予定ですか。

2

対象となる労働者をチェックしましょう！

雇用している短時間労働者の中に、新たに社会保険の被保険者の要件※１を満たす方はいますか。
いいえ

その労働者は、社会保険加入日から２か月以内に、週所定労働時間を一定時間
延長すること※２ができますか。

その労働者は、社会保険加入日から１年が経過した時点で、
労働時間の延長ができる見込みですか。

社会保険適用に関する支給
要件には該当しません。
本助成金の他のコースの
活用をご検討ください。

その労働者は、以下の①、②の両方に該当する方ですか。
① 社会保険加入日の６か月前の日以前から継続して雇用されている。
② 社会保険加入日から過去２年以内に同事業所で社会保険に加入していなかった。

○ キャリアアップ助成金の詳細については、都道府県労働局またはハローワークまでお問合せください。

○ 各都道府県の働き方改革推進支援センターでも助成金に関する相談を受け付けています。

最寄りのセンターの連絡先は

○ 「年収の壁突破・総合相談窓口」（コールセンター）にもご相談いただけます。

※１ 厚生年金保険の適用対象者（フルタイム従業員、週の所定労働時間及び月の所定労働日数がフルタイム従業員の4分の3
以上の者）が常時101人以上（令和６年10月以降は51人以上）の企業等の場合、週の所定労働時間が20時間以上かつ所定
内賃金が月額8.8万円以上の者であること（学生、雇用見込み２か月未満の者を除く）。同適用対象者が常時100人以下
（令和６年10月以降は50人以下）の企業等の場合、上述の厚生年金保険の適用対象者に該当する者であること。

※２ 週所定労働時間を4時間以上延長、または3時間以上延長するとともに基本給を5％増額改定する等の措置。詳しくは、
表面の「（２）労働時間延長メニュー」をご覧ください。

※３ 社会保険適用促進手当（標準報酬月額が10.4万円以下の者に対して、事業主が支給する場合、最長2年間、社会保険の
標準報酬月額・標準賞与額の算定対象に含めない取り扱いとする手当）

厚生労働省公式HP0120-030-045 受付時間 平日 ８:３０～１８：１５
（土日・祝日・年末年始（12/29～1/3）はご利用いただけません。）

年収の壁突破・総合相談窓口（フリーダイヤル・無料）

いいえ

はい

いいえ

はい いいえ

はい いいえ

働き方改革推進支援センター 無料相談窓口

○ 取組開始日の前日までに、キャリアアップ計画を作成し、管轄労働局へ提出してください。
（不備があると当日の受理ができませんので、余裕を持ってご準備ください）

（社会保険の適用）
取組開始

労働時間延長
メニュー

賃上げ、労働時間
延長の取組

手当等の支給 手当等の支給 賃上げ、労働時間
延長の取組

併用メニュー

手当等の支給 手当等の支給 手当等の支給 手当等の支給 基本給（総支給額）
の増額

手当等支給
メニュー

６ヶ月 １年 １年６ヶ月 ２年 ２年６ヶ月

キャリアアップ
計画書の提出 2ヶ月

支給申請
（１回目）

2ヶ月

支給申請
（２回目）

2ヶ月

支給申請
（３回目）

2ヶ月

支給申請
（４回目）

2ヶ月

支給申請
（５回目）

賃上げ等、労働時間
延長あるいはその両方
による増額

(1)手当等支給
メニュー

(1)(2)の
併用メニュー

(2)労働時間延長
メニュー

検索

はい

はい

キャリアアップ計画書※を事前に作成・提出しましょう！
※雇用保険適用事業所単位でキャリアアップ管理者を設置し、労働者代表者の意見を聞いて作成する計画のこと。



0120-030-045
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「106万円の壁」への対応

配偶者手当への対応

「130万円の壁」への対応

残業

【加入前】 【加入後】
（時給1,000円） （時給1,020円）

要 件 1 人 当 た り
助 成 額

①賃金の15％以上を追加支給
（ 社 会 保 険 適 用 促 進 手 当 ）

1年目
20万円

②賃金の15％以上を追加支給
（ 社 会 保 険 適 用 促 進 手 当 ）

3年目以降、③の取組

2年目
20万円

③賃金の18％以上を増額
3年目
10万円

週所定労働
時間の延⾧

賃金の
増額

1 人 当 た り
助 成 額

4時間以上 ー

30万円
3時間以上
4時間未満 ５％以上

2時間以上
3時間未満 1 0％以上

１時間以上
2時間未満 1 5％以上
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指針の詳細については、以下のサイトをご確認ください。

・公正取引委員会ホームページ

・説明動画
（公正取引委員会公式YouTubeチャンネル）

労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針【概要】

★行動①：相談窓口の活用
労務費上昇分の価格転嫁の交渉の仕方について、国・地方公
共団体の相談窓口、中小企業の支援機関（全国の商工会議
所・商工会等）の相談窓口などに相談するなどして積極的に
情報を収集して交渉に臨むこと。
発注者に対して労務費の転嫁の交渉を申し込む際、一例として、
価格交渉の申込み様式（例）を活用することも考えられる。

本指針
の性格

労務費の転嫁に関する事業者の発注者・受注者の双方の立場からの行動指針。
労務費の適切な転嫁のため、発注者及び受注者がこの行動指針に沿った行為を行うことが必要。
本指針に記載の１２の行動指針に沿わないような行為をすることにより、公正な競争を阻害するおそれがある場合に
は、公正取引委員会において独占禁止法及び下請代金法に基づき厳正に対処することを明記。
他方で、記載された発注者としての行動を全て適切に行っている場合、通常は独占禁止法及び下請代金法上の問
題が生じない旨を明記。

発注者として採るべき行動／求められる行動
★行動①：本社（経営トップ）の関与
①労務費の上昇分について取引価格への転嫁を受け入れる取
組方針を具体的に経営トップまで上げて決定すること、
②経営トッ プが同方針又はその要旨などを書面等の形に残る方
法で社内外に示すこと、③その後の取組状況を定期的に経営
トップに報告し、 必要に応じ、経営トップが更なる対応方針を示
すこと。

★行動③：説明・資料を求める場合は公表資料とすること
労務費上昇の理由の説明や根拠資料の提出を受注者に求める
場合は、公表資料（最低賃金の上昇率、春季労使交渉の妥
結額やその上昇率など）に基づくものとし、受注者が公表資料
を用いて提示して希望する価格については、これを合理的な根
拠のあるものとして尊重すること。

★行動②：発注者側からの定期的な協議の実施
受注者から労務費の上昇分に係る取引価格の引上げを求めら
れていなくても、業界の慣行に応じて１年に１回や半年に１回
など定期的に労務費の転嫁について発注者から協議の場を設
けること。特に長年価格が据え置かれてきた取引や、スポット取
引と称して長年同じ価格で更新されているような取引において
は協議が必要であることに留意が必要である。
協議することなく長年価格を据え置くことや、スポット取引とはいえ
ないにもかかわらずスポット取引であることを理由に協議することな
く価格を据え置くことは、独占禁止法上の優越的地位の濫用又
は下請代金法上の買いたたきとして問題となるおそれがある。

★行動⑤：要請があれば協議のテーブルにつくこと
受注者から労務費の上昇を理由に取引価格の引上げを求めら
れた場合には、協議のテーブルにつくこと。労務費の転嫁を求めら
れたことを理由として、取引を停止するなど不利益な取扱いをしな
いこと。

★行動④:サプライチェーン全体での適切な価格転嫁を行うこと
労務費をはじめとする価格転嫁に係る交渉においては、サプライ
チェーン全体での適切な価格転嫁による適正な価格設定を行
うため、 直接の取引先である受注者がその先の取引先との取
引価格を適正化すべき立場にいることを常に意識して、そのことを
受注者からの要請額の妥当性の判断に反映させること。

★行動④：発注者から価格を提示されるのを待たずに自ら
希望する額を提示
発注者から価格を提示されるのを待たずに受注者側からも希
望する価格を発注者に提示すること。発注者に提示する価格
の設定においては、自社の労務費だけでなく、自社の発注先や
その先の取引先における労務費も考慮すること。

受注者として採るべき行動／求められる行動

発注者・受注者の双方が採るべき行動／求められる行動

★行動②:交渉記録の作成、発注者と受注者の双方での保管
価格交渉の記録を作成し、発注者と受注者と双方で保管するこ
と。

★行動①：定期的なコミュニケーション
定期的にコミュニケーションをとること。

★行動②：根拠とする資料
発注者との価格交渉において使用する根拠資料としては、最
低賃金の上昇率、春季労使交渉の妥結額やその上昇率など
の公表資料を用いること。

★行動③：値上げ要請のタイミング
労務費上昇分の価格転嫁の交渉は、業界の慣行に応じて１
年に１回や半年に１回などの定期的に行われる発注者との価
格交渉のタイミング、業界の定期的な価格交渉の時期など受
注者が価格交渉を申し出やすいタイミング、発注者の業務の
繁忙期など受注者の交渉力が比較的優位なタイミングなどの
機会を活用して行うこと。

指針の詳細について

https://www.jftc.go.jp/dk/
guideline/unyoukijun/rom
uhitenka.html

https://www.youtube.com
/watch?v=vyidGpQHTJM

★行動⑥：必要に応じ考え方を提案すること
受注者からの申入れの巧拙にかかわらず受注者と協議を行い、
必要に応じ労務費上昇分の価格転嫁に係る考え方を提案する
こと。

hiraih
フリーテキスト
別添９



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

https://www.jftc.go.jp/dk/guideline/unyoukijun/romuhitenka.html 

「説明動画はこちら」をクリック 


